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Ⅰ、いじめ対策について
先の通常国会において、「いじめ防止対策推進法」が成立し、３か月後の９月末に施行されます。いうまでもなく大津市で２０１１年１０月、市立中学２年の男子生徒がいじめで自殺した事件が契機となって制定されたものです。

この法律ではいじめは単なる人間関係のトラブルではなく、決して許されない反社会的行為であると位置づけた点に最大の意義があります。つまりいじめを防ぎ、解決する責任は、教育現場のみにとどまらず、行政や地域、家庭の大人全体で共有すべきだという強いメッセージなのです。
　
具体的には，国に対し，いじめ防止基本方針の策定を求め、地方自治体に対しては，地域いじめ防止基本方針の策定に努めるよう求め，また，学校に対しては，その学校の実情に応じた同様の基本的な方針の策定を求めています。さらに，学校の設置者及びその設置する学校が講ずべきいじめの防止等に関する措置や，自殺や大けが、不登校に追いやったような重大ないじめについては、市町村長らへの報告を学校に義務づけたのも大きな特徴です。
またインターネットを使ったいじめへの対策が盛り込まれたのは時宜（じぎ）にかなうものです。

いじめは子どもの心身をえぐり、自殺にさえ追い込んでしまいます。悲劇が繰り返されないよう社会が一丸となって立ち向かう契機としなければなりません。大津市の男子中学生の自殺事件で見られたように、問題が表面化する度に学校や教育委員会の隠蔽（いんぺい）体質や事なかれ主義が批判されてきました。風通しの良い環境作りに向けて早急な意識改革が迫られています。

こうした折に７月１０日、名古屋市のマンションで近くに住む中学２年の男子生徒がマンションから転落死する事件が起きました。彼はノートに自殺をほのめかす内容のほか、いじめを受けたとみられる記述を残していました。直後に担任の教諭は「からかわれやすいところがあり、心配していた」と述べ「自殺をあおるようなことは一切していない」としていますが、名古屋市教育委員会と学校側は「いじめ自殺の可能性は高い」との判断を示しています。

子どもは、いじめは悪いと知っている。それだけにいじめを根絶するのは難しい。規範意識を養い、方針や体制の整備、教員研修の充実も大事ですが、大人が愛情を注ぎ、子どもとの信頼関係を結べなければ機能しません。肝心なのは、いかに早くいじめの芽を摘み取り、深刻化を食い止めるかです。周囲にいる誰よりも教師がそのサインを「教育的敏感さ」でキャッチする必要があります。
背後に潜んでいるかもしれない貧困や虐待、障害への目配りも大切です。多忙化の中で、教員が子どもたちと人間的で豊かな関係を結ぶ覚悟が教育現場に問われています。
以下、お伺いします。
（1）大津の事件以来、いじめが社会的問題にまでなってきましたが、いじめに起因する凄惨な事件が跡を絶ちません。このような現状について、教育長の認識を伺いたい。
（2）「いじめ防止対策推進法」は自治体に「地域いじめ基本方針」を、また学校には「学校の実情に応じた基本的な方針」の策定を求めています。これらへの教育委員会の認識と対応を伺う。
（3）携帯電話やメールを使った いじめも急増している現実があります。今回の法律ではインターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進も明文化されました。教育委員会の認識と対応を伺う。
　（4）こうした事件が起こるたびに、教員が一人一人の子どもと丁寧に接することができるよう、教員の負担軽減が問題になります。教育委員会の取り組みを伺う。
【参考】

公明新聞　７月１４日　子育て時評　Ｐ90　　

教育現場に問われる覚悟　７月号Ｐ.133　　　いじめ自殺か中2転落死　７月号Ｐ.134
からかわれやすい生徒　７月号Ｐ.135　　　　線引き何処で　７月号Ｐ.136
いじめを感知できる学校に　７月号Ｐ.137　　大津の教訓何処に、社会全体で見守りたい７月号Ｐ.138

いじめ防止、子どもに研修　７月号Ｐ.139　

いじめ防止対策推進法（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1337278.htm）
いじめ防止対策推進法（概要）
一　総則

1　「いじめ」を「児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校（※）に在籍している等当該児童生徒と一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又　　は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているもの」と定義すること。
　※小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校（幼稚部を除く。）
2　いじめの防止等のための対策の基本理念、いじめの禁止、関係者の責務等を定めること。

二　いじめの防止基本方針等

1　国、地方公共団体及び学校の各主体による「いじめの防止等のための対策に関する基本的な方針」の策定（※）について定めること。
※国及び学校は策定の義務、地方公共団体は策定の努力義務
2　地方公共団体は、関係機関等の連携を図るため、学校、教育委員会、児童相談所、法務局、警察その他の関係者により構成されるいじめ問題対策連絡協議会を置くことができること。

三　基本的施策・いじめの防止等に関する措置

1　学校の設置者及び学校が講ずべき基本的施策として（1）道徳教育等の充実、（2）早期発見のための措置、（3）相談体制の整備、（4）インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進を定めるとともに、国及び地方公共団体が講ずべき基本的施策として（5）いじめの防止等の対策に従事する人材の確保等、（6）調査研究の推進、（7）啓発活動について定めること。
2　学校は、いじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、複数の教職員、心理、福祉等の専門家その他の関係者により構成される組織を置くこと。
3　個別のいじめに対して学校が講ずべき措置として（1）いじめの事実確認、（2）いじめを受けた児童生徒又はその保護者に対する支援、（3）いじめを行った児童生徒に対する指導又はその保護者に対する助言について定めるとともに、いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認めるときの所轄警察署との連携について定めること。
4　懲戒、出席停止制度の適切な運用等その他いじめの防止等に関する措置を定めること。

四　重大事態への対処

1　学校の設置者又はその設置する学校は、重大事態に対処し、及び同種の事態の発生の防止に資するため、速やかに、適切な方法により事実関係を明確にするための調査を行うものとすること。
2　学校の設置者又はその設置する学校は、1の調査を行ったときは、当該調査に係るいじめを受けた児童生徒及びその保護者に対し、必要な情報を適切に提供するものとすること。
3　地方公共団体の長等（※）に対する重大事態が発生した旨の報告、地方公共団体の長等による1の調査の再調査、再調査の結果を踏まえて措置を講ずること等について定めること。
　※公立学校は地方公共団体の長、国立学校は文部科学大臣、私立学校は所轄庁である都道府県知事

五　雑則

学校評価における留意事項及び高等専門学校における措置に関する規定を設けること。

○いじめ事件が前年比２・３倍　大津の中２自殺影響か（2013.2.21）］ 

　平成２４年中に全国の警察が摘発・補導したいじめが原因の事件は、前年の約２・３倍の２６０件に上ったことが２１日、警察庁のまとめで分かった。摘発、補導された人数は５１１人と前年比約２・３倍に増加。警察庁幹部は「昨年７月、大津市の中学生自殺問題が大きくクローズアップされてから、学校が警察に対応を求めるケースが増えたためではないか」と話している。

　昨年の事件別の内訳は、傷害１２２件▽暴行７４件▽恐喝２０件▽暴力行為１１件▽強要１０件など。特に傷害事件は前年比で約２倍、暴行事件は約４倍となった。事件の認知状況では、昨年上半期は６５件に対して下半期は１９５件と急増した。

　中には、ネット上の掲示板やブログなどで、相手の名前を特定した上で、悪口を書き込んだ名誉毀損事件なども３件あった。

　昨年に摘発・補導された人数も前年の２１９人から５１１人と急増。このうち中学生は３８４人で７５％以上を占めた。昨年上半期に摘発・補導されたのは１２５人だったのに対し、下半期は３８６人と急増した。

　事件数と摘発・補導された人数がいずれも下半期に急増したことについて、警察庁幹部は、「大津市の自殺問題の影響が大きいほか、いじめ問題への対応のために学校に配置されたスクールサポーターからの情報提供などもある」と分析。今後の対応については、「学校との連携を強化し、より的確に対応していきたい」という。

　いじめの原因・動機別では、「力が弱い・無抵抗」（４０・３％）▽「いい子ぶる・なまいき」（１８・４％）▽「態度動作が鈍い」（１４・９％）などのほか、「よく嘘をつく」▽「家柄、家族の資産などを自慢」▽「仲間から離れようとする」▽「肉体的欠陥がある」などもあった。
【考えられる展開】

○「１５カ月予算」で「いじめ対策カウンセラー、公立中学に１００％配置」が決まっていますがその取り組み状況もチェックしておきたい
　大人の目が届きにくい学校で陰湿化しやすい、いじめ問題。誰にも相談できずにいるうちに深刻な事態に陥ることも少なくありません。

　こうした子どもの悩みを早期発見・解消するため、児童・生徒や保護者の相談に乗るスクールカウンセラーを全ての公立中学校と、約７割の公立小学校に配置します。

　また、虐待や不登校などの問題を抱える子どもを、地域と連携して福祉面から支援するスクールソーシャルワーカーも増員します。

　また、公立小・中学校の教職員の指導充実へ８００人増』

　ベテラン教員の定年退職が進み、教育現場の指導力低下が懸念される中で、学校運営や特別支援教育、専科指導を強化するため、公立小・中学校の教職員定数を計８００人増やします。

　具体的には、いじめ対策や発達障がい児らの学習上の困難を改善する「通級指導」のほか、小学校の理科や外国語教育などを充実させます。

　また、教育委員会と大学などが連携した、教員の養成・採用・研修・管理職育成に関わる取り組み支援も行います。

　地域の大人を学校派遣、学習支援に６９００人

　地域ぐるみで子どもたちの成長を支えるため、教員ＯＢや保護者、教員志望の大学生ら６９００人を指導員として小・中学校に派遣する新事業を始めます。指導員は、補充学習のサポート、出席管理、教員の授業準備などを手伝います。

　教育現場に携わっていた人らは、経験の浅い教員に対しての指導・助言をすることもあります。また、学校生活に適応できない「小１プロブレム」への対応や外国人の児童・生徒に日本語を教える役割も担います
（4）教員の多忙化解消

豊橋市では、教員の長時間過密労働が常態化しているという現実に対し、今年２月の１ヶ月間、小中学校1校ずつをモデル校として、勤務終了時刻から３時間後を退校時刻と定め、原則対抗するという取り組みを試験的に行った。この結果、勤務時間外の材工時間が100時間を超える教員は一人も出なかった。また退校時刻やタイムマネージメントを意識して仕事にあたる教員が多くなり、業務に支障もでなかったという成果を得て、本年度は全小中学校において5,6,7月のいずれかの１ヶ月間、同様の取り組みを行っている。
